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ノムラ・ジャパン・オープン 

 
運用報告書（全体版） 

 

第51期 (決算日2021年８月27日) 
 

作成対象期間 (2021年３月２日～2021年８月27日) 

 
受益者のみなさまへ 

 
 平素は格別のご愛顧を賜り、厚く御礼申し上げます。 
 当作成対象期間の運用状況等についてご報告申し上げます。 
 今後とも一層のお引立てを賜りますよう、お願い申し上げます。 

 
●当ファンドの仕組みは次の通りです。 
 
商 品 分 類 追加型投信／国内／株式 

信 託 期 間 1996年２月28日以降、無期限とします。 

運 用 方 針 

わが国の株式を実質的な主要投資対象とし、信託財産の成長を目標に積極的な運用を行うことを基本とします。 
運用については、ボトムアップ・アプローチをベースとしたアクティブ運用を行います。 
わが国の株式への投資にあたっては、上場株式および店頭登録銘柄の中から、株価の割安性をベースに企業の収益性、成長性、安定
性等を総合的に勘案して銘柄を選定し、投資を行うことを基本とします。株式の実質組入比率は、原則として高位を維持することを
基本とします。ただし、市場動向等により弾力的に変更を行う場合があります。 

主な投資対象 

ノムラ・ジャパン・ 
オープン 

わが国の株式およびノムラ・ジャパン・オープン マザーファンド受益証券を主要投資対象とします。 

ノムラ・ジャパン・オープン 
マザーファンド 

わが国の株式を主要投資対象とします。 

主な投資制限 

ノムラ・ジャパン・ 
オープン 

株式への実質投資割合には制限を設けません。 

ノムラ・ジャパン・オープン 
マザーファンド 

株式への投資割合には制限を設けません。 

分 配 方 針 
決算時に繰越分を含めた利子、配当収入と売買益等から基準価額水準等を勘案して分配します。留保益の運用については、元本部分
と同一の運用を行います。 
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ノムラ・ジャパン・オープン 

○最近５期の運用実績 
 

決 算 期 
基 準 価 額 ベ ン チ マ ー ク 

株   式 
組 入 比 率 

株   式 
先 物 比 率 

純 資 産 
総 額 (分配落) 

税 込 み 
分 配 金 

期 中 
騰 落 率 

Ｔ Ｏ Ｐ Ｉ Ｘ 
(東証株価指数) 

期 中 
騰 落 率 

 円 円 ％  ％ ％ ％ 百万円 

47期(2019年８月27日) 9,209 0 △ 5.5 1,489.69 △ 8.1 98.3 － 28,471 

48期(2020年２月27日) 9,539 0 3.6 1,568.06 5.3 98.1 － 26,625 

49期(2020年８月27日) 10,380 0 8.8 1,615.89 3.1 97.8 － 27,932 

50期(2021年３月１日) 11,768 100 14.3 1,902.48 17.7 98.3 － 27,556 

51期(2021年８月27日) 11,959 90 2.4 1,928.77 1.4 98.4 － 27,156 
 
＊ 基準価額の騰落率は分配金込み。 
＊ 当ファンドはマザーファンドを組み入れますので、「株式組入比率」、「株式先物比率」は実質比率を記載しております。 
＊ 株式先物比率は買い建て比率－売り建て比率。 

 

○当期中の基準価額と市況等の推移 

年 月 日 
基 準 価 額 ベ ン チ マ ー ク 

株   式 
組 入 比 率 

株   式 
先 物 比 率  騰 落 率 

Ｔ Ｏ Ｐ Ｉ Ｘ 
(東証株価指数) 

騰 落 率 

(期  首) 円 ％  ％ ％ ％ 

2021年３月１日 11,768 － 1,902.48 － 98.3 － 

３月末 12,348 4.9 1,954.00 2.7 97.6 － 

４月末 11,925 1.3 1,898.24 △0.2 97.6 － 

５月末 12,003 2.0 1,922.98 1.1 97.6 － 

６月末 12,346 4.9 1,943.57 2.2 97.9 － 

７月末 12,183 3.5 1,901.08 △0.1 97.5 － 

(期  末)       

2021年８月27日 12,049 2.4 1,928.77 1.4 98.4 － 
 
＊期末基準価額は分配金込み、騰落率は期首比です。 
＊当ファンドはマザーファンドを組み入れますので、「株式組入比率」、「株式先物比率」は実質比率を記載しております。 
＊株式先物比率は買い建て比率－売り建て比率。 
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ノムラ・ジャパン・オープン 

◎運用経過 

○期中の基準価額等の推移 
  

 
（注） 分配金再投資基準価額は、分配金（税込み）を分配時に再投資したものとみなして計算したもので、ファンド運用の実質的なパ

フォーマンスを示すものです。作成期首（2021年３月１日）の値が基準価額と同一となるように指数化しております。 
（注） 分配金を再投資するかどうかについてはお客様がご利用のコースにより異なります。また、ファンドの購入価額により課税条件も異

なります。したがって、個々のお客様の損益の状況を示すものではありません。 
（注） ベンチマークは、TOPIX（東証株価指数）です。ベンチマークは、作成期首（2021年３月１日）の値が基準価額と同一となるように計

算しております。 
（注） 上記騰落率は、小数点以下第２位を四捨五入して表示しております。 

 

○基準価額の主な変動要因 
＊基準価額は2.4％の上昇 

基準価額は、期首11,768円から期末12,049円（分配金込み）に281円の値上がりとなりまし

た。 

 

①の局面（期首～’21年５月中旬） 

（上昇） 米国において約200兆円に及ぶ大型の追加経済対策が成立したことや、FRB（米連邦

準備制度理事会）が現状のゼロ金利政策の当面維持を示したこと。 

（下落） 国内で新型コロナウイルス新規感染者数の増加傾向が続いたことから、東京など４都

府県で３回目の緊急事態宣言発出が確実となったこと。 

（下落） 米国のCPI（消費者物価指数）上昇率の大幅な伸びなどを受けて量的金融緩和の縮小

が早まるとの見方が強まったことで米国長期金利が上昇し米国株安となったこと。 
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ノムラ・ジャパン・オープン 

②の局面（’21年５月中旬～期末） 

（上昇） 国内でも新型コロナウイルスワクチン接種が進展するとの見通しが広がったこと。 

（下落） 国内で４回目の緊急事態宣言が発出されたことや、新型コロナウイルス新規感染者数

の増加が続いたこと。 

（上昇） 米国株式市場で、最高値更新が続いたこと。 

（下落） 国内大手自動車メーカーが、コロナ禍によるアジアでの部品調達難から、９月の生産

を大幅に削減する方針が発表され、関連産業への影響が懸念されたこと。 

 
○投資環境 
期首から３月末にかけては、米国において約200兆円に及ぶ大型の追加経済対策が成立した

ことや、FRB（米連邦準備制度理事会）がゼロ金利政策の当面維持を示したこと、国内にお

いて首都圏の緊急事態宣言解除の意向が伝わったことなどが好感され、国内株式市場は上昇

しました。しかし、４月に入ると国内での新型コロナウイルス新規感染者数の増加が続いた

ことから、東京など４都府県で３回目の緊急事態宣言発出が確実となったことで、経済の落

ち込みへの懸念が強まり、国内株式市場は下落しました。また、５月に入ると、米国のCPI

（消費者物価指数）上昇率の大幅な伸びから、量的金融緩和の縮小が早まるとの見方が強まり、

米国長期金利が上昇したことで米国株安となり、国内株式市場も一時的に大きく下落する場

面も見られました。 

しかし、５月中旬以降は、米国長期金利の水準が落ち着いたことや、日本国内でも新型コ

ロナウイルスワクチン接種が進展するとの見通しが広がったことなどで反発しました。７月

に入ると、東京都に対して４回目の緊急事態宣言の発出が決定したことで、国内経済の回復

遅れが懸念され、国内株式市場は下落しました。国内企業の2021年４－６月期決算は事前予

想を上回る結果が相次ぎましたが、投資家心理を大きく改善するには至りませんでした。８

月に入ると、日本国内では、新型コロナウイルス感染者数の増加が続いたことや、大手自動

車メーカーが、コロナ禍によるアジアでの部品調達難から、９月の生産を大幅に削減する方

針を発表したことで、関連産業への影響が懸念されましたが、米国株式市場は最高値更新が

続いたことなどが下支えとなり、期末にかけて小動きとなりました。 

 

  



u140175_00_3069753712110.docx 

― 4 ― 

ノムラ・ジャパン・オープン 

○当ファンドのポートフォリオ 
［ノムラ・ジャパン・オープン］ 

主要投資対象である［ノムラ・ジャパン・オープン マザーファンド］を期を通じて高位に
組み入れ、実質株式組入比率は期末に98.4％としました。 
 

［ノムラ・ジャパン・オープン マザーファンド］ 
・株式組入比率 

株式組入比率は、期を通じて高位を維持し、期末に98.5％としました。 
 
・期中の主な動き 
特定の分野・事業領域で高い市場シェアを持つなど競争力や経営力が高く、中長期的に堅

調な業績拡大が期待できる企業に着目し、主にPER（株価収益率）などのバリュエーション
指標に基づき、中長期で割安と思われる銘柄に投資しました。 
 
＜投資割合を引き上げた主な業種（東証33業種分類、以下同じ）と銘柄＞ 
①電気機器（15.3％→18.6％、時価構成比、以下同じ） 
積極的な企業買収や事業売却により今後も資本効率の向上が期待出来ると考えた日立製作
所や、半導体不足が続く中、今後も利益成長が期待出来ると考えたルネサスエレクトロニ
クスなどを買い付けました。 

②保険業（5.2％→7.0％） 
大規模な自社株買いの実施や、積極的な海外企業買収などが続いており、経営陣の株主価
値向上に対する姿勢が明確化したと考えた第一生命ホールディングスを買い付けました。 

③鉄鋼（0.0％→1.1％） 
足元の鋼材市況は堅調で業績拡大が期待できることに加え、長期的には、脱二酸化炭素の
観点から電炉で生産された鋼材へ需要がシフトする期待が高まると考えた東京製鐵を買い
付けました。 

 
＜投資割合を引き下げた主な業種と銘柄＞ 
①サービス業（6.0％→4.4％） 
コロナ禍の長期化により国内製造業の生産回復の本格化には時間がかかる上、先行投資負
担が重いと考えたUTグループや、広告サービスで独自の成長が期待できる一方、新規事業
が軟調で株価の再評価には時間がかかると考えたベクトルなどを売却しました。 

②情報・通信業（5.8％→4.3％） 
中国でネット企業への規制が強まり、主要な投資先である中国アリババなどの株価が下落
するなど、先行き不透明感が高まったと考えたソフトバンクグループや、主力の電子コ
ミック事業は、前年の巣ごもり需要の反動減により成長率が鈍化したと考えたインフォコ
ムなどを売却しました。 

③銀行業（2.9％→1.5％） 
国内金融市場の環境を考えると、将来的な利益成長に対する期待は小さく、株価の再評価
には時間がかかると考えた三井住友フィナンシャルグループを売却しました。 
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ノムラ・ジャパン・オープン 

○当ファンドのベンチマークとの差異 
＊ベンチマーク対比では1.0％のプラス 

基準価額の騰落率は2.4％の上昇となり、

ベンチマークであるTOPIX（東証株価指数）

の1.4％の上昇を、1.0％上回りました。 

 

【主な差異要因】 

（プラス要因） 

①投資していた富士フイルムホールディング

ス、ネクステージ、オープンハウス、日本

酸素ホールディングス、日本電子などが値

上がりしたこと。 

②ベンチマークに比べてパフォーマンスが悪

かった情報・通信業などの投資比率が相対

的に低かったこと。 

③ベンチマークに比べてパフォーマンスが良

かった保険業などの投資比率が相対的に高

かったこと。 

 

（マイナス要因） 

①投資していたTDK、THKなどが値下がりしたこと。 

②投資していなかったトヨタ自動車、HOYAなどが値上がりしたこと。 

③ベンチマークに比べてパフォーマンスが良かった精密機器、海運業などに投資していな

かったこと。 

 

 



u140175_00_3069753712110.docx 

― 6 ― 

ノムラ・ジャパン・オープン 

◎分配金 

（１） 今期の分配金は、基準価額水準などを考慮して１万口当たり90円とさせていただきまし

た。 

（２） 留保益の運用については、特に制限を設けず、元本部分と同一の運用を行います。 

 

○分配原資の内訳  

 （単位：円、１万口当たり・税込み） 

項 目 
第51期 

2021年３月２日～ 
2021年８月27日 

当期分配金 90  

(対基準価額比率) 0.747％ 

 当期の収益 90  

 当期の収益以外 －  

翌期繰越分配対象額 5,373  
 
（注）対基準価額比率は当期分配金（税込み）の期末基準価額（分配金込み）に対する比率であり、ファンドの収益率とは異なります。 

（注）当期の収益、当期の収益以外は小数点以下切捨てで算出しているため合計が当期分配金と一致しない場合があります。 
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ノムラ・ジャパン・オープン 

◎今後の運用方針 

［ノムラ・ジャパン・オープン マザーファンド］ 

短期的には、新型コロナウイルスの変異株（デルタ株）拡大に対する懸念が残るとは言え、

今後も世界経済は緩やかながらコロナ禍から回復に向かうトレンドが続くと見ています。そ

のため、足元半導体不足で生産が軟調な自動車やスマートフォンなどは、サプライチェーン

の落ち着きに伴い、徐々に生産は上向いていくと考えています。よって、そこに供給される

半導体や部品なども堅調が続く見通しで、短期的な懸念で株価が大きく下落するようであれ

ば、個別製品の需給環境など精査した上で、積極的な買い増しも検討していく方針です。 

ただし、コロナ禍から脱却した後の世界経済を想像しますと、現時点では、目立ったけん

引役が見当たらないことから、本質的には低成長が続くものと考えています。そこで投資視

点としては、データセンター、電気自動車、EC（電子商取引）など、中長期的に堅実性の高

い投資テーマを持った銘柄や、製品やサービスで独自の成長要因を持った銘柄に着目し、業

績に見合った株価の銘柄を選別していく方針です。 

当ファンドでは引き続き、業界内で高いシェアを持ち、堅調な業績拡大が見込める銘柄を、

割安なタイミングで組み入れていくという基本戦略に基づき、TOPIXを上回るリターンを目

指します。 

 

［ノムラ・ジャパン・オープン］ 

当ファンドは引き続き第52期の運用に入ります。 

主要投資対象である［ノムラ・ジャパン・オープン マザーファンド］の組み入れを高位に

維持して、基準価額の向上に努めます。 

 

今後とも引き続きご愛顧賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。 
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ノムラ・ジャパン・オープン 

○１万口当たりの費用明細 (2021年３月２日～2021年８月27日) 

項 目 
当 期 

項 目 の 概 要 
金 額 比 率 

 
 

円 ％  

（a） 信 託 報 酬 100  0.820  (a)信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率 

 （ 投 信 会 社 ） ( 48)  (0.391)  ファンドの運用とそれに伴う調査、受託会社への指図、法定書面等の作成、 
基準価額の算出等 

 （ 販 売 会 社 ） ( 46)  (0.380)  購入後の情報提供、運用報告書等各種書類の送付、口座内でのファンドの管理 
および事務手続き等 

 （ 受 託 会 社 ） (  6)  (0.049)  ファンドの財産の保管・管理、委託会社からの指図の実行等 

（b） 売 買 委 託 手 数 料 5   0.037   (b)売買委託手数料＝期中の売買委託手数料÷期中の平均受益権口数 
   ※売買委託手数料は、有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料 

 （ 株  式 ） (  5)  (0.037)   

（c） そ の 他 費 用 0   0.002   (c)その他費用＝期中のその他費用÷期中の平均受益権口数 

 （ 監 査 費 用 ） (  0)  (0.002)  監査費用は、監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用 

 合 計 105   0.859    

期中の平均基準価額は、12,161円です。  

 
＊ 期中の費用（消費税等のかかるものは消費税等を含む）は、追加・解約により受益権口数に変動があるため、簡便法により算出した結果

です。 
＊ 各金額は項目ごとに円未満は四捨五入してあります。 
＊ 売買委託手数料およびその他費用は、このファンドが組み入れているマザーファンドが支払った金額のうち、当ファンドに対応するもの

を含みます。 
＊ 各比率は１万口当たりのそれぞれの費用金額（円未満の端数を含む）を期中の平均基準価額で除して100を乗じたもので、項目ごとに小

数第３位未満は四捨五入してあります。 
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（参考情報） 

○総経費率 
当期中の運用・管理にかかった費用の総額（原則として、募集手数料、売買委託手数料及び有価証券取引税

を除く。）を期中の平均受益権口数に期中の平均基準価額（１口当たり）を乗じた数で除した総経費率（年率）

は1.67％です。 

 

 

 
（注）当ファンドの費用は１万口当たりの費用明細において用いた簡便法により算出したものです。 
（注）各費用は、原則として、募集手数料、売買委託手数料及び有価証券取引税を含みません。 
（注）各比率は、年率換算した値です。 
（注）当ファンドの費用は、マザーファンドが支払った費用を含みます。 
（注）上記の前提条件で算出したものです。このため、これらの値はあくまでも参考であり、実際に発生した費用の比率とは異なります。 
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○売買及び取引の状況 (2021年３月２日～2021年８月27日) 

 

銘 柄 
設 定 解 約 

口 数 金 額 口 数 金 額 
 千口 千円 千口 千円 
ノムラ・ジャパン・オープン マザーファンド 98,774 231,100 633,656 1,540,400 
 
＊ 単位未満は切り捨て。 

 

○株式売買比率 (2021年３月２日～2021年８月27日) 

 

項 目 
当 期 

ノムラ・ジャパン・オープン マザーファンド 

(a) 期中の株式売買金額 63,659,435千円 
(b) 期中の平均組入株式時価総額 69,405,548千円 

(c) 売買高比率（a）／（b） 0.91   
 
＊ (b)は各月末現在の組入株式時価総額の平均。 

 

○利害関係人との取引状況等 (2021年３月２日～2021年８月27日) 

 

＜ノムラ・ジャパン・オープン＞ 

 該当事項はございません。 

 

＜ノムラ・ジャパン・オープン マザーファンド＞ 

区       分 
買付額等 

Ａ 

  
売付額等 

Ｃ 

  

うち利害関係人
との取引状況Ｂ 

Ｂ
Ａ

 

うち利害関係人
との取引状況Ｄ 

Ｄ
Ｃ

 

 百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％ 
株式 25,632 8,362 32.6 38,026 10,027 26.4 

平均保有割合 39.8%       
 
※平均保有割合とは、マザーファンドの残存口数の合計に対する当該子ファンドのマザーファンド所有口数の割合。 

 

親投資信託受益証券の設定、解約状況 

利害関係人との取引状況 
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項 目 当 期 
売買委託手数料総額（A） 10,499千円 
うち利害関係人への支払額（B） 3,392千円 

（B）／（A） 32.3％   
 
＊ 売買委託手数料総額は、このファンドが組み入れているマザーファンドが支払った金額のうち、当ファンドに対応するものです。 
 

利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第1項に規定される利害関係人であり、当ファンドに係る利害関係人とは野
村證券株式会社です。 

 

○組入資産の明細 (2021年８月27日現在) 

 

銘 柄 
期首(前期末) 当 期 末 

口 数 口 数 評 価 額 

 千口 千口 千円 

ノムラ・ジャパン・オープン マザーファンド 11,793,279 11,258,397 27,106,844 
 
＊ 口数・評価額の単位未満は切り捨て。 

 

○投資信託財産の構成 (2021年８月27日現在) 

項 目 
当 期 末 

評 価 額 比 率 

 千円 ％ 

ノムラ・ジャパン・オープン マザーファンド 27,106,844 98.2 

コール・ローン等、その他 495,135 1.8 

投資信託財産総額 27,601,979 100.0 
 
＊ 金額の単位未満は切り捨て。 

 

 

親投資信託残高 
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○資産、負債、元本及び基準価額の状況 （2021年８月27日現在) 

項 目 当 期 末 

  円 

(A) 資産 27,601,979,125   

 コール・ローン等 495,134,824   

 ノムラ・ジャパン・オープン マザーファンド(評価額) 27,106,844,301   

(B) 負債 445,039,671   

 未払収益分配金 204,378,177   

 未払解約金 9,963,673   

 未払信託報酬 230,242,959   

 未払利息 498   

 その他未払費用 454,364   

(C) 純資産総額(Ａ－Ｂ) 27,156,939,454   

 元本 22,708,686,416   

 次期繰越損益金 4,448,253,038   

(D) 受益権総口数 22,708,686,416口 

 １万口当たり基準価額(Ｃ／Ｄ) 11,959円 
 
（注）期首元本額は23,417,495,690円、期中追加設定元本額は

408,221,677円、期中一部解約元本額は1,117,030,951円、１
口当たり純資産額は1.1959円です。 

 

○損益の状況 (2021年３月２日～2021年８月27日) 

項 目 当 期 

  円 

(A) 配当等収益 △       23,132   

 支払利息 △       23,132   

(B) 有価証券売買損益 857,333,459   

 売買益 912,323,451   

 売買損 △   54,989,992   

(C) 信託報酬等 △  230,697,323   

(D) 当期損益金(Ａ＋Ｂ＋Ｃ) 626,613,004   

(E) 前期繰越損益金 8,529,343,715   

(F) 追加信託差損益金 △4,503,325,504   

 (配当等相当額) (  3,249,552,894)  

 (売買損益相当額) (△7,752,878,398)  

(G) 計(Ｄ＋Ｅ＋Ｆ) 4,652,631,215   

(H) 収益分配金 △  204,378,177   

 次期繰越損益金(Ｇ＋Ｈ) 4,448,253,038   

 追加信託差損益金 △4,503,325,504   

 (配当等相当額) (  3,251,355,126)  

 (売買損益相当額) (△7,754,680,630)  

 分配準備積立金 8,951,578,542   
 
＊ 損益の状況の中で(B)有価証券売買損益は期末の評価換えによる

ものを含みます。 
＊ 損益の状況の中で(C)信託報酬等には信託報酬に対する消費税等

相当額を含めて表示しています。 
＊ 損益の状況の中で(F)追加信託差損益金とあるのは、信託の追加

設定の際、追加設定をした価額から元本を差し引いた差額分をい
います。 

 
 

（注）分配金の計算過程（2021年３月２日～2021年８月27日）は以下の通りです。 

項 目 
当  期 

2021年３月２日～ 
2021年８月27日 

a. 配当等収益(経費控除後) 175,597,417円 

b. 有価証券売買等損益(経費控除後・繰越欠損金補填後) 451,015,587円 

c. 信託約款に定める収益調整金 3,251,355,126円 

d. 信託約款に定める分配準備積立金 8,529,343,715円 

e. 分配対象収益(a＋b＋c＋d) 12,407,311,845円 

f. 分配対象収益(１万口当たり) 5,463円 

g. 分配金 204,378,177円 

h. 分配金(１万口当たり) 90円 
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○分配金のお知らせ  

１万口当たり分配金（税込み） 90円 
 
※分配落ち後の基準価額が個別元本と同額または上回る場合、分配金は全額普通分配金となります。 
※分配前の基準価額が個別元本を上回り、分配後の基準価額が個別元本を下回る場合、分配金は個別元本を上回る部分が普通分配金、下回

る部分が元本払戻金（特別分配金）となります。 
※分配前の基準価額が個別元本と同額または下回る場合、分配金は全額元本払戻金（特別分配金）となります。 

 

○お知らせ 

該当事項はございません。 
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○（参考情報）親投資信託の組入資産の明細 (2021年８月27日現在) 

＜ノムラ・ジャパン・オープン マザーファンド＞ 
 下記は、ノムラ・ジャパン・オープン マザーファンド全体(26,991,946千口)の内容です。 

 

 

銘 柄 
期首(前期末) 当 期 末 

株  数 株  数 評 価 額 

 千株 千株 千円 

建設業（0.9％）    

コムシスホールディングス 190.8 － － 

五洋建設 1,030.6 836.6 574,744 

食料品（0.6％）    

アリアケジャパン － 65.8 409,276 

繊維製品（0.7％）    

ワコールホールディングス 133.3 202.7 470,872 

パルプ・紙（1.5％）    

王子ホールディングス 1,909.4 1,650.5 945,736 

化学（14.1％）    

昭和電工 － 244.5 598,047 

信越化学工業 119.3 139.7 2,477,579 

日本酸素ホールディングス 1,329.7 686.9 1,758,464 

ＫＨネオケム 206.2 － － 

住友ベークライト 398.6 255.4 1,185,056 

日本ゼオン 469.5 460.8 652,032 

富士フイルムホールディングス 461 270.8 2,363,000 

医薬品（1.5％）    

日本新薬 128.2 110.6 964,432 

第一三共 200 － － 

ガラス・土石製品（0.8％）    

ニチハ － 171.1 531,265 

鉄鋼（1.1％）    

東京製鐵 － 602.4 681,314 

非鉄金属（0.9％）    

住友金属鉱山 140.5 148 595,108 

アサヒホールディングス 92.8 － － 

機械（9.2％）    

オーエスジー 147.1 － － 

ＳＭＣ 42.1 34.9 2,401,469 

クボタ 984.7 652.1 1,441,141 

ダイキン工業 95.6 48.5 1,285,977 
 

 

銘 柄 
期首(前期末) 当 期 末 

株  数 株  数 評 価 額 

 千株 千株 千円 

ツバキ・ナカシマ 227.1 － － 

ＴＨＫ － 295 743,400 

電気機器（18.6％）    

ブラザー工業 － 383.8 838,603 

ミネベアミツミ － 354.1 979,440 

日立製作所 － 284.9 1,722,790 

日本電産 43.4 － － 

ルネサスエレクトロニクス － 1,252.5 1,431,607 

アンリツ 438.9 － － 

ソニーグループ 133.2 79.5 892,785 

ＴＤＫ 201.1 144.9 1,640,268 

アドバンテスト 129.7 52 483,080 

エスペック 216.5 － － 

キーエンス － 13.3 859,845 

ＯＢＡＲＡ ＧＲＯＵＰ 134.9 34 129,540 

日本電子 162.5 69.2 528,688 

新光電気工業 673.5 543.4 1,907,334 

ＫＯＡ 281.4 321.9 488,644 

輸送用機器（10.5％）    

豊田自動織機 161.8 148.1 1,371,406 

デンソー 245 127 953,135 

いすゞ自動車 962.1 712.2 966,455 

スズキ 610.2 732.5 3,408,322 

その他製品（0.9％）    

グローブライド － 80.9 569,536 

電気・ガス業（1.6％）    

イーレックス － 288.1 639,005 

メタウォーター 228 209 390,203 

陸運業（2.5％）    

東海旅客鉄道 118.4 46.1 754,426 

ＳＧホールディングス 271.6 296 875,272 
 

国内株式 
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銘 柄 
期首(前期末) 当 期 末 

株  数 株  数 評 価 額 

 千株 千株 千円 

空運業（－％）    

日本航空 350.3 － － 

情報・通信業（4.3％）    

ｅＢＡＳＥ 569.7 582 456,288 

インフォコム 238 － － 

メルカリ － 205.8 1,088,682 

オービックビジネスコンサルタント － 132.1 725,229 

光通信 26.1 － － 

ソフトバンクグループ 247.9 81.2 501,897 

卸売業（1.2％）    

ラクト・ジャパン 150.1 150.1 398,815 

ＰＡＬＴＡＣ － 84.4 405,542 

小売業（10.3％）    

アスクル 244.6 568.3 938,263 

セリア 498.9 307.5 1,231,537 

ココカラファイン 85.2 － － 

ネクステージ 1,790 1,143.4 2,443,445 

ＦＯＯＤ ＆ ＬＩＦＥ ＣＯＭＰＡＮＩＥ 148.3 － － 

ニトリホールディングス － 97.3 1,955,243 

銀行業（1.5％）    

三井住友フィナンシャルグループ 336.4 － － 
 

 

銘 柄 
期首(前期末) 当 期 末 

株  数 株  数 評 価 額 

 千株 千株 千円 

ふくおかフィナンシャルグループ 451.7 456.5 937,194 

保険業（7.0％）    

第一生命ホールディングス － 449.5 997,215 

東京海上ホールディングス 725.4 651.4 3,475,870 

その他金融業（2.5％）    

オリックス 1,508.8 783.8 1,587,978 

不動産業（3.4％）    

オープンハウス 546.7 410.5 2,171,545 

カチタス 126.1 － － 

サービス業（4.4％）    

ＵＴグループ 255.7 － － 

ベクトル 677.1 － － 

Ｍ＆Ａキャピタルパートナーズ 268 314.2 1,608,704 

ベルシステム２４ホールディングス 377.5 320.6 509,754 

エアトリ 387.8 255.5 693,427 

合 計 
株 数 ・ 金 額 23,329 20,043 64,035,936 

銘柄数＜比率＞ 58 57 ＜98.5％＞ 
 
＊ 各銘柄の業種分類は、期首、期末の各時点での分類に基づいてい

ます。 
＊ 銘柄欄の( )内は、国内株式の評価総額に対する各業種の比率。 
＊ 評価額欄の< >内は、このファンドが組み入れているマザーファ

ンドの純資産総額に対する評価額の比率。 
＊ 評価額の単位未満は切り捨て。 
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ノムラ・ジャパン・オープン 
マザーファンド 

運用報告書 
 

第20期（決算日2021年３月１日） 
 

作成対象期間（2020年２月28日～2021年３月１日） 

受益者のみなさまへ 

平素は格別のご愛顧を賜り、厚く御礼申し上げます。 
当作成対象期間の運用状況等についてご報告申し上げます。 
今後とも一層のお引立てを賜りますよう、お願い申し上げます。 

●当ファンドの仕組みは次の通りです｡ 

運 用 方 針 

信託財産の成長を目標に積極的な運用を行うことを基本とします。 
運用については、ボトムアップ･アプローチをベースとしたアクティブ運用を行います。 
わが国の株式への投資にあたっては、上場株式および店頭登録銘柄の中から、株価の割安性をベースに企業の収益性、成長性、安定性
等を総合的に勘案して銘柄を選定し、投資を行うことを基本とします。 
株式の組入比率は、原則として高位を維持することを基本とします。 

主な投資対象 わが国の株式を主要投資対象とします。 

主な投資制限 株式への投資割合には制限を設けません。 
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ノムラ・ジャパン・オープン マザーファンド

○最近５期の運用実績 
 

決 算 期 
基 準 価 額 ベ ン チ マ ー ク 

株   式 
組 入 比 率 

株   式 
先 物 比 率 

純 資 産 
総 額  

期 中 
騰 落 率 

Ｔ Ｏ Ｐ Ｉ Ｘ 
(東証株価指数) 

期 中 
騰 落 率 

 円 ％  ％ ％ ％ 百万円 

16期(2017年２月27日) 15,873 21.8 1,534.00 18.2 98.5 － 61,287 

17期(2018年２月27日) 20,030 26.2 1,790.34 16.7 98.5 － 65,910 

18期(2019年２月27日) 18,546 △ 7.4 1,620.42 △ 9.5 98.6 － 74,670 

19期(2020年２月27日) 18,439 △ 0.6 1,568.06 △ 3.2 98.3 － 75,551 

20期(2021年３月１日) 23,324 26.5 1,902.48 21.3 98.5 － 75,617 
 
＊株式先物比率は買い建て比率－売り建て比率。 

 

○当期中の基準価額と市況等の推移 

年 月 日 
基 準 価 額 ベ ン チ マ ー ク 

株   式 
組 入 比 率 

株   式 
先 物 比 率  騰 落 率 

Ｔ Ｏ Ｐ Ｉ Ｘ 
(東証株価指数) 

騰 落 率 

(期  首) 円 ％  ％ ％ ％ 

2020年２月27日 18,439 － 1,568.06 － 98.3 － 

２月末 17,760 △ 3.7 1,510.87 △ 3.6 98.2 － 

３月末 16,694 △ 9.5 1,403.04 △10.5 97.3 － 

４月末 17,739 △ 3.8 1,464.03 △ 6.6 97.8 － 

５月末 19,099 3.6 1,563.67 △ 0.3 97.8 － 

６月末 19,243 4.4 1,558.77 △ 0.6 97.9 － 

７月末 18,795 1.9 1,496.06 △ 4.6 97.9 － 

８月末 20,230 9.7 1,618.18 3.2 98.0 － 

９月末 20,381 10.5 1,625.49 3.7 97.3 － 

10月末 19,558 6.1 1,579.33 0.7 97.4 － 

11月末 21,671 17.5 1,754.92 11.9 97.6 － 

12月末 22,068 19.7 1,804.68 15.1 98.5 － 

2021年１月末 22,387 21.4 1,808.78 15.4 98.1 － 

２月末 22,807 23.7 1,864.49 18.9 98.6 － 

(期  末)       

2021年３月１日 23,324 26.5 1,902.48 21.3 98.5 － 
 
＊騰落率は期首比です。 

＊株式先物比率は買い建て比率－売り建て比率。 
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◎運用経過 

○期中の基準価額等の推移 
 

  
（注）ベンチマークは、TOPIX（東証株価指数）です。作成期首の値が基準価額と同一となるように計算しております。 

 

○基準価額の主な変動要因 

＊基準価額は26.5％の上昇 

基準価額は、期首18,439円から期末23,324円に4,885円の値上がりとなりました。 
 

①の局面（期首～'20年３月中旬） 

（下落）新型コロナウイルスの世界的な感染拡大による景気後退への懸念が高まったこと。 
 

②の局面（'20年３月中旬～20年10月下旬） 

（上昇）各国中央銀行が金融市場への大規模な下支え策を発表したことや、国内で緊急事態宣
言が解除されるなど、経済活動再開による景気回復期待が高まったこと。 

（下落）国内外で新型コロナウイルスの感染再拡大への不安が強まったこと。 
（上昇）米国における追加の経済対策や安倍前政権を継承した菅新政権の誕生により、今後の

景気対策への期待感が高まったこと。 
 

③の局面（'20年10月下旬～期末） 

（上昇）米国大統領選挙において民主党のバイデン氏勝利との見方が強まり、政策の安定や追
加経済対策の早期成立への期待感が高まったこと。 

（上昇）世界的に新型コロナウイルスの感染拡大は続いたものの、ワクチン接種開始により、
経済が正常化へ向かうとの期待が高まったこと。 

（上昇）国内企業の10-12月期決算発表が好調で、企業業績の回復期待が高まったこと。   
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○投資環境 

期首から３月中旬にかけては、新型コロナウイルスの感染が世界的に急拡大したことで経済

活動の停滞による景気後退への懸念が高まり、世界の株式市場は大きく下落しました。その後

は各国中央銀行が金融市場への大規模な下支え策を発表したことで、先行きに対する過度な不

安が和らぎ、国内株式市場は強く反発しました。月末にかけては、東京都の新型コロナウイル

ス感染者数急増を受けて、ロックダウン（都市封鎖）により国内経済が大きく落ち込むとの見

方が広がったことなどから再び下落しました。 

４月から６月にかけては、欧米の感染者数増加ペースが鈍化したことなどから上昇に転じ

ました。その後も、政府から緊急事態宣言が出されたものの、今後の国内感染者数増加に歯

止めがかかるとの期待感や新型コロナウイルスのワクチン開発報道が相次いだことで国内外

の経済活動再開による景気回復期待が高まったことなどにより国内株式市場は堅調に推移し

ました。 

７月下旬には、国内企業の４-６月期の決算実績や2020年度通期の業績見通しが低調な滑り

出しとなったことなどを受けて下落しました。更に、米国の４-６月期実質GDP（国内総生産）

成長率が前期比で過去最大の落ち込みとなったことや米中対立が再度激化するとの懸念が高

まったことなどで、円高米ドル安が進行したことも投資家心理を悪化させ、国内株式市場は月

末にかけて下落幅を拡大しました。 

８月から10月にかけては、新型コロナウイルスのワクチン開発に進展があったこと、米国に

おける追加の経済対策や菅新政権の誕生による今後の景気対策への期待感および新型コロナ

ウイルスのワクチン普及への期待が高まったことなどから、国内株式市場は上昇しました。 

11月から12月にかけては、米国大統領選挙において民主党のバイデン氏勝利との見方が強

まったことで投資家心理が改善し大きく反発しました。上院では共和党が優勢となり大胆な政

策変更が難しいとの見方から長期金利が低下したことも株式市場の追い風となりました。 

2021年１月中旬に入ると、日経平均が30年来の高値水準となったことで警戒する見方も広が

り一進一退の動きとなりました。月末にかけては、米国個人投資家の投機的な動きが株式市場

全体への混乱につながるとの見方から下落しました。 

２月から期末にかけては、米国の追加経済対策の早期成立への期待感や、国内企業の10-12

月期決算が好調で、業績拡大が進むとの見方から国内株式市場は大きく上昇し、日経平均は約

30年半ぶりとなる30,000円台を回復しました。 
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○当ファンドのポートフォリオ 

株式組入比率は、期を通じて高位を維持し、期末に98.5％としました。 

 

・期中の主な動き 

特定の分野・事業領域で高い市場シェアを持つなど競争力や経営力が高く、中長期的に堅調

な業績拡大が期待できる企業に着目し、主にPER（株価収益率）などのバリュエーション指標

に基づき、中長期で割安と思われる銘柄に投資しました。 

 

＜投資割合を引き上げた主な業種（東証33業種分類、以下同じ）と銘柄＞ 

①輸送用機器（期首1.5％→期末9.5％、時価構成比、以下同じ） 

足元の堅調な国内販売に加え、長期的にはインド市場の高い成長が期待できるスズキ、タイ

のピックアップトラックの販売拡大による利益増加が期待できるいすゞ自動車などを買い付

けました。 

 
②サービス業（1.6％→6.0％） 

半導体や自動車関連の高い需要を背景に積極的な採用による高い利益成長が期待できるUT

グループ、後継者不足などによりM＆A案件の受託増加が期待できるM＆Aキャピタルパート

ナーズなどを買い付けました。 

 
③機械（7.3％→10.5％） 

北米を中心とした販売の回復が期待できるクボタ、シェア拡大に向けたサプライチェーンの

強化などにより、欧州やアジアの経済活動回復による業績の急回復が期待できることを評価し

たダイキン工業などを買い付けました。 

 

＜投資割合を引き下げた主な業種と銘柄＞ 

①不動産業（8.8％→3.6％） 
外出自粛による稼働率の低下などにより利益減少が懸念されるパーク24、在宅勤務の拡大な

どによるオフィス需要の減速により株価の再評価には時間がかかると考えた三菱地所などを

売却しました。 

 

②卸売業（4.9％→0.5％） 
非資源事業による利益拡大が評価され株価がアウトパフォームした伊藤忠商事、安定的な業

績拡大は見込まれるものの、これまでの株価上昇により更なる株価上昇材料は期待しにくいと

考えたPALTACなどを売却しました。 

 

③ガラス・土石製品（4.2％→0.0％） 
新規事業への投資拡大による収益性の低下を懸念した日本特殊陶業、国内外のセメント需要

の低下による利益減少が懸念される太平洋セメントなどを売却しました。   
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○当ファンドのベンチマークとの差異 

＊ベンチマーク対比では5.2％のプラス 
基準価額の騰落率は＋26.5％となり、ベンチ

マークであるTOPIX（東証株価指数）の＋21.3％
を、5.2％上回りました。 

 

【主な差異要因】 

（プラス要因） 
①投資していたSGホールディングス、UTグ

ループ、ネクステージ、スシローグローバル
ホールディングスなどの騰落率がベンチ
マークを上回ったこと。 

②ベンチマークに比べてパフォーマンスが悪
かった花王などの投資比率が相対的に低
かったこと。 

③ベンチマークに比べてパフォーマンスが悪
かった銀行業、食料品、陸運業などの投資比
率が相対的に低かったこと。 
 

（マイナス要因） 
①投資していた東京海上ホールディングス、パーク24、国際石油開発帝石、セリア、日本電信
電話などの騰落率がベンチマークを下回ったこと。 

②ベンチマークに比べてパフォーマンスが悪かった不動産業、保険業、鉱業などの投資比率が
相対的に高かったこと。 

 

◎今後の運用方針 

今後は、新型コロナウイルスのワクチン接種の広がりと共に生活の正常化が期待できること
から、当面は新型コロナウイルス収束後の経済状況を見越した投資判断が必要と考えていま
す。世界経済が回復する局面では、素材価格や人件費などの上昇が予想されるため、売上拡大
だけでなく、コスト上昇への耐性などが業績予想の注目点となってくると考えています。当面
はインフレ率や長期金利の上昇に注意が必要と考えていますが、本質的には世界経済の低成長
は続くものと考えており、引き続き５G、電気自動車、EC（電子商取引）など、長期的な投資
テーマを持った企業や、独自の成長要因を持った企業に注目していく方針です。 
当ファンドでは引き続き、業界内で高いシェアを持ち、堅調な業績拡大が見込める銘柄を、

割安なタイミングで組み入れていくという基本戦略に基づき、TOPIXを上回るリターンを目指
します。 

 
今後とも引き続きご愛顧賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。   

― 21 ―



品 名：90001_157026_020_03_ノムラ・ジャパン・オープン マザーファンド_859197.docx 

日 時：2021/3/29 10:42:00 

ページ：6 

 

 

ノムラ・ジャパン・オープン マザーファンド

○１万口当たりの費用明細 (2020年２月28日～2021年３月１日) 

項 目 
当 期 

項 目 の 概 要 
金 額 比 率 

  円 ％  

（a） 売 買 委 託 手 数 料 35  0.175  (a)売買委託手数料＝期中の売買委託手数料÷期中の平均受益権口数 
   ※売買委託手数料は、有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料 

 （ 株  式 ） (35)  (0.175)   

 合 計 35   0.175    

期中の平均基準価額は、19,879円です。  

 
＊各金額は項目ごとに円未満は四捨五入してあります。 

＊各比率は１万口当たりのそれぞれの費用金額（円未満の端数を含む）を期中の平均基準価額で除して100を乗じたもので、項目ごとに小数

第３位未満は四捨五入してあります。 

 

○売買及び取引の状況 (2020年２月28日～2021年３月１日) 

 

 

 
買 付 売 付 

株 数 金 額 株 数 金 額 

国 

内 

 千株 千円 千株 千円 
上場 48,761 110,102,793 57,658 128,631,514 
 ( 1,045) (         －)

 
＊金額は受け渡し代金。 

＊単位未満は切り捨て。 

＊（ ）内は株式分割、予約権行使、合併等による増減分で、上段の数字には含まれておりません。 

 

○株式売買比率 (2020年２月28日～2021年３月１日) 

 

項 目 当 期 

(a) 期中の株式売買金額 238,734,307千円 
(b) 期中の平均組入株式時価総額 77,955,326千円 

(c) 売買高比率（a）／（b） 3.06   
 
＊(b)は各月末現在の組入株式時価総額の平均。 

 

  

株式 
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○利害関係人との取引状況等 (2020年２月28日～2021年３月１日) 

 

区       分 
買付額等 

Ａ 

  
売付額等 

Ｃ 

  

うち利害関係人
との取引状況Ｂ 

Ｂ
Ａ

 

うち利害関係人
との取引状況Ｄ 

Ｄ
Ｃ

 

 百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％ 
株式 110,102 21,987 20.0 128,631 27,216 21.2 

 
 
 

 

項 目 当 期 
売買委託手数料総額（A） 140,463千円 
うち利害関係人への支払額（B） 28,390千円 

（B）／（A） 20.2％   
 
 
 
利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第１項に規定される利害関係人であり、当ファンドに係る利害関係人とは野村
證券株式会社です。 
 
  

利害関係人との取引状況 
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○組入資産の明細 (2021年３月１日現在) 

 

 

銘 柄 
期首(前期末) 当 期 末 

株  数 株  数 評 価 額 

 千株 千株 千円 

水産・農林業（－％）    

日本水産 2,419 － － 

鉱業（－％）    

国際石油開発帝石 1,532.9 － － 

建設業（2.0％）    

コムシスホールディングス 262.3 190.8 623,916 

五洋建設 － 1,030.6 834,786 

九電工 159.6 － － 

食料品（－％）    

不二製油グループ本社 220.7 － － 

繊維製品（0.4％）    

ワコールホールディングス － 133.3 308,456 

パルプ・紙（1.8％）    

王子ホールディングス － 1,909.4 1,332,761 

化学（14.3％）    

信越化学工業 211.3 119.3 2,128,908 

日本酸素ホールディングス － 1,329.7 2,733,863 

三井化学 609.5 － － 

ＫＨネオケム 296.3 206.2 520,655 

住友ベークライト － 398.6 1,696,043 

日本ゼオン － 469.5 742,279 

花王 232.6 － － 

富士フイルムホールディングス 562.7 461 2,845,753 

資生堂 132.1 － － 

医薬品（2.1％）    

日本新薬 － 128.2 939,706 

栄研化学 278.9 － － 

第一三共 179.2 200 619,000 

ガラス・土石製品（－％）    

太平洋セメント 435.6 － － 

日本特殊陶業 1,027.8 － － 

ＭＡＲＵＷＡ 6.3 － － 

鉄鋼（－％）    

日本製鉄 634.5 － － 
 

 

銘 柄 
期首(前期末) 当 期 末 

株  数 株  数 評 価 額 

 千株 千株 千円 

非鉄金属（1.5％）    

住友金属鉱山 － 140.5 730,319 

アサヒホールディングス － 92.8 367,488 

機械（10.5％）    

日本製鋼所 374.3 － － 

アマダ 2,009.2 － － 

オーエスジー 249.1 147.1 288,904 

ＳＭＣ 51.2 42.1 2,714,187 

クボタ － 984.7 2,434,670 

ダイキン工業 － 95.6 2,046,318 

ツバキ・ナカシマ － 227.1 301,815 

電気機器（15.3％）    

ミネベアミツミ 818.9 － － 

日本電産 － 43.4 605,213 

日本電気 277.8 － － 

アンリツ － 438.9 1,036,681 

ソニー 405.3 133.2 1,519,146 

ＴＤＫ － 201.1 3,113,028 

アドバンテスト 303.4 129.7 1,182,864 

エスペック 290.5 216.5 403,772 

ＯＢＡＲＡ ＧＲＯＵＰ － 134.9 526,110 

ウシオ電機 378.7 － － 

日本電子 220.1 162.5 661,375 

新光電気工業 702.8 673.5 1,945,068 

ＫＯＡ － 281.4 419,004 

小糸製作所 227 － － 

輸送用機器（9.5％）    

豊田自動織機 － 161.8 1,486,942 

デンソー － 245 1,616,510 

いすゞ自動車 － 962.1 1,080,438 

トヨタ自動車 72 － － 

スズキ － 610.2 2,920,417 

ヤマハ発動機 325.3 － － 

精密機器（－％）    

オリンパス 894.7 － － 
 

国内株式 
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銘 柄 
期首(前期末) 当 期 末 

株  数 株  数 評 価 額 

 千株 千株 千円 

メニコン 107.9 － － 

その他製品（－％）    

ヤマハ 216.7 － － 

任天堂 35.8 － － 

電気・ガス業（0.6％）    

メタウォーター 136.6 228 479,028 

陸運業（3.7％）    

東海旅客鉄道 － 118.4 2,057,792 

日立物流 283.5 － － 

ＳＧホールディングス 902.6 271.6 683,345 

空運業（1.2％）    

日本航空 － 350.3 894,666 

情報・通信業（5.8％）    

コロプラ 547.1 － － 

ｅＢＡＳＥ － 569.7 509,881 

インフォコム － 238 664,496 

大塚商会 355.2 － － 

光通信 52.7 26.1 557,235 

エヌ・ティ・ティ・データ 483.8 － － 

ソフトバンクグループ 119 247.9 2,586,836 

卸売業（0.5％）    

ラクト・ジャパン 248.1 150.1 383,805 

伊藤忠商事 695.3 － － 

ＰＡＬＴＡＣ 203.5 － － 

小売業（9.4％）    

アスクル － 244.6 887,898 

セリア － 498.9 1,741,161 

ココカラファイン 158.5 85.2 690,120 

ネクステージ 765.3 1,790 3,034,050 

ツルハホールディングス 81.4 － － 
 

 

銘 柄 
期首(前期末) 当 期 末 

株  数 株  数 評 価 額 

 千株 千株 千円 

スシローグローバルホールディングス － 148.3 630,275 

パン・パシフィック・インターナショナルホ 753.3 － － 

ニトリホールディングス 66.5 － － 

銀行業（2.9％）    

三井住友フィナンシャルグループ － 336.4 1,274,956 

ふくおかフィナンシャルグループ － 451.7 887,590 

保険業（5.2％）    

東京海上ホールディングス 678.4 725.4 3,885,967 

その他金融業（3.7％）    

オリックス 1,062.6 1,508.8 2,718,857 

三菱ＵＦＪリース 1,557.6 － － 

不動産業（3.6％）    

オープンハウス － 546.7 2,298,873 

東急不動産ホールディングス 1,618.5 － － 

パーク２４ 853 － － 

三菱地所 802.7 － － 

イオンモール 648.5 － － 

カチタス 232.1 126.1 385,235 

サービス業（6.0％）    

ＵＴグループ － 255.7 900,064 

ベクトル － 677.1 795,592 

Ｍ＆Ａキャピタルパートナーズ 150.5 268 1,298,460 

ベルシステム２４ホールディングス － 377.5 672,327 

エアトリ 562.8 387.8 827,177 

合 計 
株 数 ・ 金 額 31,181 23,329 74,472,093 

銘柄数＜比率＞ 62 58 ＜98.5％＞ 
 
＊各銘柄の業種分類は、期首、期末の各時点での分類に基づいてい

ます。 

＊銘柄欄の（ ）内は、国内株式の評価総額に対する各業種の比率。

＊評価額欄の< >内は、純資産総額に対する評価額の比率。 

＊評価額の単位未満は切り捨て。 
 

 

○投資信託財産の構成 (2021年３月１日現在) 

項 目 
当 期 末 

評 価 額 比 率 

 千円 ％ 

株式 74,472,093 97.6 

コール・ローン等、その他 1,799,197 2.4 

投資信託財産総額 76,271,290 100.0 
 
＊金額の単位未満は切り捨て。  
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ノムラ・ジャパン・オープン マザーファンド

○資産、負債、元本及び基準価額の状況 （2021年３月１日現在) 

項 目 当 期 末 

  円 

(A) 資産 76,271,290,238   

 コール・ローン等 1,120,514,848   

 株式(評価額) 74,472,093,850   

 未収入金 610,593,640   

 未収配当金 68,087,900   

(B) 負債 654,287,437   

 未払金 649,186,449   

 未払解約金 5,100,000   

 未払利息 988   

(C) 純資産総額(Ａ－Ｂ) 75,617,002,801   

 元本 32,419,687,903   

 次期繰越損益金 43,197,314,898   

(D) 受益権総口数 32,419,687,903口 

 １万口当たり基準価額(Ｃ／Ｄ) 23,324円 
 

（注）期首元本額は 40,974,140,460円、期中追加設定元本額は

4,611,794,319円、期中一部解約元本額は13,166,246,876円、１口

当たり純資産額は2.3324円です。 

（注）当マザーファンドを投資対象とする投資信託の当期末元本額 

・ノムラ・ジャパン・オープン 11,793,279,440円

・ノムラ・ジャパン・オープンF（適格機関投資家専用） 9,391,469,102円

・野村国内株式アクティブオープン（確定拠出年金向け） 5,860,522,659円

・ノムラ・ジャパン・オープン（確定拠出年金向け） 2,489,223,765円

・野村DC日本株式アクティブファンド 1,806,374,188円

・ノムラ･グローバル・オールスターズ 881,357,233円

・ノムラ・ジャパン・オープン（野村SMA向け） 197,461,516円

○損益の状況 (2020年２月28日～2021年３月１日) 

項 目 当 期 

  円 

(A) 配当等収益 1,506,194,638   

 受取配当金 1,506,952,109   

 受取利息 2   

 その他収益金 19,499   

 支払利息 △       776,972   

(B) 有価証券売買損益 18,701,722,621   

 売買益 27,665,624,543   

 売買損 △ 8,963,901,922   

(C) 当期損益金(Ａ＋Ｂ) 20,207,917,259   

(D) 前期繰越損益金 34,577,445,082   

(E) 追加信託差損益金 3,233,105,681   

(F) 解約差損益金 △14,821,153,124   

(G) 計(Ｃ＋Ｄ＋Ｅ＋Ｆ) 43,197,314,898   

 次期繰越損益金(Ｇ) 43,197,314,898   
 
＊損益の状況の中で(B)有価証券売買損益は期末の評価換えによる

ものを含みます。 

＊損益の状況の中で(E)追加信託差損益金とあるのは、信託の追加設

定の際、追加設定をした価額から元本を差し引いた差額分をいい

ます。 

＊損益の状況の中で(F)解約差損益金とあるのは、中途解約の際、元

本から解約価額を差し引いた差額分をいいます。 
 
 
 

 

○お知らせ 

 該当事項はございません。 
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